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①請負金額 １億円  

②前払金 4,000万円 

③工事出来高70％の段階で本制度 

 により5,000万円の融資を実施 
④工期 ６か月 

工事出来高（％） 
（※）は，地域建設業経営強

化融資制度に特有の融資 
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地域建設業経営強化融資制度に係る融資額と工事残代金の精算（モデルケース） 

 
 
１．前提条件 

 ① 請負金額１億円 
 ② 前払金 4,000万円 
 ③ 工事出来高 70％ 
 ④ 契約保証金額 1,000万円（10％） 
 ⑤ 借入金（組合等転貸融資＋金融保証） 5,000万円 
 
２．事業協同組合等の転貸融資 

 ① 融資金額 1,800万円 
       （１億円×70％－4,000万円－1,000万円）×90％（掛け目） 
 
３．金融保証に係る融資 

 ① 融資金額 3,200万円 
       （5,000万円－1,800万円） 
 
４．工事完成の場合の工事残代金の精算 

 Ａ．工事残代金額           6,000万円 （1億円－4,000万円）   
 Ｂ．違約金充当額              0円             

 ① 発注者による協同組合への支払金額     6,000万円（Ａ－Ｂ） 
 ② 事業協同組合等による組合融資への充当額  1,800万円 
 ③ 事業協同組合等による保証会社への支払金額 4,200万円（①－②） 
 ④ 保証事業会社による銀行への返済額     3,200万円 
 ⑤ 建設企業への支払金額           1,000万円 
 
 


